
○令和 ２年度会員数 ・新 入会員数 ）内 は88 歳以上 の会員数、［ ]内は昨年度会員数
支　　　 部 � さいたま市 � 北足立南部 � 北足立北部 � 入　　 間 � 比　　 企

会　員　数 �443（63） ［447］�509（45） ［491］�240（23） ［246］�718（82） ［719］�299 （34） ［298］

新入会員数 �16　　 ［23］�23　　 ［18］�8　　 ［17］�30　　 ［41］�10　　 ［21］

秩　　父 � 児　　 玉 � 大　　里 � 北 埼 玉 � 埼　　葛 � 合　　　計

190（27） ［203］�150（12） ［149］�340（42） ［348］�299（39） ［299］�555（61） ［546］�3743（428）［3746］

6　　 ［6］�7　　 ［2］�11　　 ［17］�18　　 ［17］�26　　 ［29］�155　　 ［191］

○ 曝瓦EIE3　 ＜北足立南部支部＞の活動紹介（令和２年度）

○南部支部定期総会・懇親会　５月15日（金） 会場　川口市立並木公民館

コロナウイルス感染症拡大のため中止　紙上にて開催

Ｏ「彩の国教育の日」協賛　現職・退職校長会教育推進協議会・懇親会　11月19日（金） 会場　川口市立並木公民館

テーマ「現下教育の諸課題」南部教育事務所長講話　研究発表：小学校長１名、中学校長１名、退職校長１名

○親睦旅行　６月10日（水） 干葉方面　コロナウイルス感染症拡大のため中止

例年、30名以上の参加者があり、バス車内での近況報告、昼食会の懇親により親交を深めている。

Ｃ広報誌「かけはし」年３回（８月、11月、２月）発行

近況報告・支部・班活動の紹介等　特に８月号は新会員が近況を執筆

現職小中学校長にも配布、現職者・退職者並びに会員相互の架け橋となっている。

○理事会・懇親会　９月11日（金） 令和３年３月５日（金） 会場　川口市立並木公民館　支部案件の協議、各班の情報交換等

○各専門部会（広報部･研究調査部･福利厚生部･庶務会計部）　理事会終了後必要に応じて開催　会場　川口市立並木公民館

○令和２年度　埼玉県公立小学校校長会・埼玉県中学校長会

さいたま市立小学校校長会・さいたま市中学校長会　会長及び副会長等名
��小　　学　　校 � 中　　 学　　 校

埼

玉

県 �

会　長 �榊　原　久　子　（羽生・手子林小） �清　野　定　信　（春日部・春日部中）

�副会長�

長　井　圭　子　（越谷・大沢小）

朝　倉　美由紀　（ふじみ野・大井小）

福　島　正　男　 （鴻巣・鴻巣東小）

新　井　英　男　 （深谷・深谷小）

吉　 田　賢　司　 （熊谷・熊谷東小） �

加　松　　　 浩　（熊谷・富士見中）

宮　尾　　　 孝　（北本・北本中）

中　山　明　広　（川口・岸川中）

矢　嶋　充　夫　（川越・富士見中）

吉　野　雅　彦　（深谷・花園中）

水　野　義　夫　 （加須・加須西中）

�事務局�上原　一良局長　　 大磯　宏局員 �小島　利明局長　　 深潭　員佐子局員

さ

いた

ま
市 �

会　長 �石井　　 寛（大宮小） �長島　庸夫（八王子中）

�副会長�

引間　和彦（尾関木小）　湯沢　保紀（土合小）

高野　英俊（原山小）＝埼玉県校長会常任理事

豊島　　 登（大宮東小）　柳沼　　 勉（美園小） �

田中　 民雄（大宮東中）　田逞　　 泰（岸中）

松井　秀史（与野西中）　松戸政世史（岩槻中）

春山　　 悟（第二東中）

＊さいたま市立小学校校長会の会員は、埼玉県にも入会しています。

○新型 コロナウ イル ス感染症の影響による小 ・中学校の状況

新型コロナウイルス感染症の影響によって、令和元年度　　　 修学旅行と林間学校については、本年度の２学期までに

の３学期から小中学校が臨時休業になってしまった。　３月　　は、中止や延期を含めて、検討されています。

か ら ５月 まで で す。 初 日 の ほ と ん ど が ３ 月 ２日( 月) か らで

す 。 し かし 、 最 終 日 は ５ 月31 日( 日) が 少 な く て、 市 町 村 の

ほ と ん ど が、 ６月 中 旬ぐ ら い が 多い の で す。

土曜 日の 開 校 授 業 が 必要 で し ょ う が、 少 ない で す 。

卒 業式 に つ い て は 、57 の 市町 村で ３ 月 ５日( 木) 時 点 で 判

断 し、 実 施 す る 予定 との 回 答 が あり まし た。 入学 式 に つ い

て は、60 の 市 町 村 で ４ 月14 日( 火) に実 施 し まし たO

夏 休 み は、 さい た ま 市が ８月 １ 日(二L)～16 日( 日) で し た 。

そ の他 の｢↑i町 村 は、 長 期 ・ 短 期 と 多様 で し た。

そし て 給 食 につ い て 、 学 校 再 開後 の 実 施 状 況 が 異 な っ て

お り ま すが 、 開始 時期 等 の 調 査 は 行っ て おり ませ ん。　さい

た ま市 は、 ６月 １ 日( 月) か ら は 牛乳 の み 、 ８ 日( 月) か ら は

簡 易給 食 、15 日( 月) か ら 通常 給 食 に な り まし たO

(埼玉県教育局市町村支援部義務教育指導課　及び

１学期（通常登校の再開から７月20日まで）に登校出来

なかった人数は、280 人（小学135 ・ 中学47 ・ 高校４・特別

支援学校94）でしかO

校数ではなく、63市町村です。

臨時休業について

開始日〈３月〉�市町村

２日(月) �50

３日(火) �10

４日(水) � ２

５日(木) � １

再開日〈6 月〉 � 小 � 中

１日(月) � ７ � ７

５日(金)までに � ７ � ６

12日(金)までに �15 �14

19日(金)までに �27 �29

26日(金)までに � ３ � ３

29日(月)以降 � ４ � ４

さい たま市教育委員会学校教育部指導 １課の支援によ る調査）

－ １ －



埼玉県知事・埼玉県議会議長・埼玉県教育委員会教育長へ下記

「埼玉県教育の振興等に関する要望書」を ９月４日に提出しました。

１　退職校長の豊かな体験と専門的知識・技能を活かし、学校教育・生涯学習等の支援に幅広く貢献できる施策等によ

り退職校長会の活用を講じられたい。

（１）退職校長の教育に係る専門性を重視され、各種蜜議会、県教育委員会推進諸事業等へのなおいっそうの人材活用

を図られたい。

（２）退職校長の力量を活かすことのできる、管理職等への再任用について拡充を図られたい。

（３）公的年金の支給開始年齢の引き上げに伴う、再任用・再雇用について、定年延長を視野に入れた、再就職先・職

域の拡大や勤務条件の改善など更なる充実を図られたい。

２　コロナ禍を受けての学びの環境整備及び質の高い学校教育を実現するため、下記の施策についていっそうのご配慮、

ご支援をお願いしたい。

（１）いじめをはじめ生徒指導上の問題解決には、教員が子供と向き合う時間的余裕の確保が、極めて大切である。　し

かしながら、日本の教員の職務多忙ぶりが明らかになっている。こうした状況改善に、教員の定数改善や事務量軽

減など教員の働き方改革に向けて特段のご配慮をお願いしたい。更に、専門的知識・技能を有する臨床心理士等の

全小中学校への配置日数の充実をお願いしたい。

（２）勤労意欲の向上や優秀な人材を得るため、人材確保法の堅持とその趣旨に照らした給与水準の改善、管理職手当

引き上げなど、処遇改善を図る予算措置にご高配とご支援をいただきたい。

（３）学校のＩＣＴ環境を改善レ よりいっそう質の高い教育活動を実現するため、一人一台の学習用コンピュータ及

び学校における高速かつ大容量の配信ネットワークの整備を進める予算措置をお願いしたい。

（４）児童生徒の学力向上や一貫した生徒指導を促進するため、定数内臨時的任用教員の早期解消に向けて特段の努力

をお願いしたい。

３　学習指導要領の円滑な実施、学習指導と学習評価の充実を図るため、下記の条件の整備に特段のご配意をお願いし

たい。

（１）県教育委員会の実施する研究協議会の運営や資料作成のため、予算措置にご高配とご支援をお願いしたい。

（２）特別の教科道徳や外国語教育、プログラミング教育・オンライン授業に係るＩＣＴ 活用について、教員研修、指

導・評価資料、ＩＣＴ 教育機器の充実に係わる行き届いた予算措置をお願いしたい。

（３）小学校高学年における教科担任制を視野に入れた外国語科や理科等の専科教諭の配置を図られたい。

４　県教育委員会の推進する学力向上対策等の諸事業が、確実に成果を上げるため、適切な予算措置等をお願いしたい。

（１）埼玉県が実施している県独自の［埼玉県学力・学習状況調査］は、児童生徒一人一人の成長を促す視点から重要

な役割を果たすものである。円滑かつ継続的な実施に向け九十分な予算措置を図られたい。

（２）国及び県の「学力・学習状況調査」の分析結果公表については、学校間、地域間での過剰な競争や問題が起こら

ぬよう慎重な配慮を図られたいO

（3 ）学校と家庭・地域の連携事業である「コミュニティー・スクール」「学校応援団」［埼玉の子供70万人体験活動］

並びに義務教育９年間の学びと育ちの連緩ﾋ|ﾐを重視した「小中一貫教育」推進について、これらいっそうの充実を

図るため必要な予算措置を図られたい。

５　義務教育は、国の責任において行うべきものであり、義務教育費国庫負担の割合を２分の１に戻すべきである。ま

た、「教育立国」を掲げる我が国として、公財政教育費支出の大幅増について格段のご理解とご支援をお願いしたい。

（１）義務教育は憲法が保障する国民の権利であり、全国どこでも、すべての子供が一定水準の教育が受けられること

を具現する根幹の制度である。それにもかかわらず、平成18年度より、義務教育費国庫負担の割合が、２分の１か

ら３分の１に減額されている。速やかに２分の１に復元できるよう、お力添えをお願いしたい。

（２）教育費に係る公財政負担支出を、他の先進国並みのＧＤＰ 比５％以 上を目標にいっそうのご尽力とお力添えをお

願いしたい。

６　年金一元化に伴う退職公務員の年金給付を堅持すること、並びに高齢者医療・介護制度の見直しによる負担増がな

いように、特段のご支援をお願いしたい。

（１）一元化された年金の運用については、公務員の職務の特殊性、人材確保と勤労意欲の向上に最大限配慮すると共

に 「既裁定者への給付額の確保」「再任用・継続雇用に係る法令のいっそうの整備・拡充」等に特段のご理解と

お力添えをお願いしたいO

（2 ）高齢者医療・介護制度の見直しに当たっては、高齢者の生活に配慮し、健康保険料・介護保険料等の負担が過 服

にならないよう、ご理解とお力添えをお願いしたいO

○

○

○

○

○

○

各学校にマスク、消毒液、体温感知器等を十分に配備するとともに、換気、空調設備や透明遮蔽板等を完備する。

児童生徒の学習の遅れや地域による学びの格差などを配慮し、適正な入学試験や就職活動が行われるようにする。

未だ復興途上にある東日本大震災・原発事故をはじめ、全国各地で続発している地震、豪雨等の自然災害で被災さ

れた地域の復興・教育再生のため、迅速かつ強力に支援する。

現在、全国36都道県に制定されている「教育の日」を拡充し、教育の振興を期する国民の祝日として、制定する。

高齢者が東京五輪後のレガシーを踏まえて、就労やボランティア活動などに参加できる施策を充実されたい。

慟く高齢者の年金については､勤労意欲を損なわないよう在職老齢年金の支給停IL基準を緩和するよう配慮されたいO

－ ２ －
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